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民間最終消費支出＜C＞ 0．5600628 1，400 0．7840879
住　宅　投　資＜H＞ 0．0605641 4，876 0．2953105
民間企業設備くF＞ 0．2096818 4，029 0．8448079
民間在庫投資く1即〉 0．0062864 25，879 0．1626857
内生要因合計 2．086892
政府最終消費支出くσc＞ 0．0892074 0，801 0．0714551
公的固定資本形成くGF＞ 0．0775102 一2．706 一〇．2097426
政府在庫投資〈Ginv〉 0．0003677 一267．782一〇．0984634
経常海外余刺〈s．〉 一〇．0036808 一196．163 0．7220367
外生要因合計 0．4852858
輸　　　　　　出〈E．〉 0．1704016 11，040 1．8812336










































































































































































































































































































































































































































































































民間最終消費支出＜C＞ 0．5513943 1，359 0．7493448
住　宅　投　資くH＞ 0．0629937 0，468 0．029481
民間企業設備くF＞ 0．216835 6，432 1．3946827
民間在庫投資〈1。，〉 0．0070052 一54．263 一〇．3801231
内生要因合計 ． 1．7933854
政府最終消費支出＜σc＞ 0．0873698 0，633 0．055305
公的固定資本形成＜σF＞ α0727836 0，535 0．0389392
政府在庫投資〈Ginv〉 一〇．0026067 一129．156 0．3366709
経常海外余剰くS。〉 0．004225 一109。055一〇．4607573
外生要因合計 一〇．0298422
輸　　　　　　出く＆〉 0．1841423 6，835 L2586126

















































































民間最終消費支出くC＞ 0．5491940 一〇，986 一〇．5415052
住　宅　投　資＜H＞ 0．0621910 一2．278 一〇．141671
民間企業設備＜F＞ 0．2267794 0，642 0．1455923
民間在庫投資〈1。v〉 0．0031484 127，990 0．4029637
内生要因合計 一〇．1346202
政府最終消費支出〈0σ〉 α0863978 0，008 0．0006911
公的固定資本形成くOF＞ 0．0719041 一α543 一〇．0390439
政府在庫投資く0伽〉 0．0076117 42，343 0．0322272
経常海外余剰〈∫。〉 一〇．0003750 1636，279一〇．6136046
外生要因合計 一〇．6197302
輸　　　　　　出く島〉 0．1933167 α773 0．1494338



































































民間最終消費支出〈C＞ 0．5479205 1，991 1．0909097
住　宅　投　資〈π〉 0．0612370 2，270 0．1390079
民間企業設備＜F＞ 0．2299729 6，453 1．4840151
民間在庫投資くム，〉 0．0072327 一1i凱663 一〇．1132857
内生要因合計 2．600647
政府最終消費支出＜Gc＞ 0．0870631 0，275 0．0239423
公的固定資本形成くOF＞ 0．0720585 一1．366 一〇．0984319
政府在庫投資くσ伽〉 0．0010917 一8ag48一〇．0905543
経常海外余剰くS。〉 一〇．0065767 一70．497 0．4636376
外生要因合計 0．2985937
輸　　　　　出〈E．〉 0．2002394 6，603 1．3221807











































































民間最終消費支出＜C＞ α5430844 1，587 0．8618747
住　宅　投　資くH＞ 0．0608627 1，951 0．1187431
民間企業設備くF＞ 0．2379152 4002 0．952137
民間在庫投資く1御〉 0．0059280 1，916 0．011358
内生要因合計 1．9441128
政府最終消費支出くGc＞ 0．0848428 0，945 α0801764




輸　　　　　　出くE．〉 α2002394 1，258 0．2519011


































































































































































































































































































































































































































民間最終消費支出くC＞ 0．5774169 1，569 0．9059671
住　宅　投　資〈π〉 0．0555552 5，247 0．2914981
民間企業設備＜F＞ 0．2099118 2，990 0．6276362
民間在庫投資く1牌〉 0．0054867 53，565 0．293895
内生要因合計 2．1189964
政府最終消費支出＜Gc＞ 0．085299 0．00 0
公的固定資本形成くOF＞ 0．0646557 0，016 0．0656901
政府在庫投資く0伽〉 0．0005117 113，127 0．057887
経常海外余剰くS。〉 0．0011626 一754。058一〇．8766678
外生要因合計 一〇．7530907
輸　　　　　出く瓦〉 0．1852738 0，565 0．1046796







































































































































































ω1，t－1 0．5766557 0．05761550．2157673 0．0074337
θi，t 一〇．170％ 一1．636％ 3．・078％ 一11，619％
＜4thQiggo＞ 外　　生　　要　　因
政府最終消費支出公的固定資本形成公的在庫投資　経常海外余剰
ω3，t－1 0．0835542 ・・632・51 ・…46841一〇．0057003












































































































































































































































































































































































































































民間最終消費支出＜C＞ 0．5619522 1，576 0．8856366
住　宅　投　資＜H＞ α0539992 一α493 一〇．3506168
民間企業設備＜F＞ 02206767 一〇．763 一〇．1683763
民間在庫投資〈Inv〉 0．0073471 3，272 0．0240397
内生要因合計 0．3906832
政府最終消費支出くOc＞ 0．0838014 1，595 0．1336632
公的固定資本形成＜GF＞ 0．0625298 4，724 0．2953907
政府在庫投資〈Ginv〉 0．0001918 一349．127一〇．0669625
経常海外余剰くS。〉 0．0095014 一5．986 一α0568753
外生要因合計 0．3052161
輸　　　　　　出くE．〉 α1829939 一2．238 一（L4095403





















































































民間最終消費支出＜C＞ 0．5668645 0，753 0．4268489
住　宅　投　資〈∬〉 0．0501437 一2321 一α1163835
民間企業設備＜F＞ 0．2174794 0，727 0．1581075
民間在庫投資くム；〉 0．007535 7，837 0．0590517
内生要因合計 2．5276246
政府最終消費支出＜Oc＞ 0．0845495 一1．351 一〇．1142263
公的固定資本形成＜GF＞ 0．0650312 0，052 0．0033816
政府在庫投資〈Gi”v〉 一〇．0004745 一220．521 0．1046372
経常海外余剰〈s．〉 0．0088709 一3．933 一α0348892
外生要因合計 一〇。0410967
輸　　　　　出〈Es〉 0．177662 2，507 0．4453986



















































































民間最終消費支出＜C＞ α5685297 0，592 0．3365695
住　宅　投　資＜E＞ α0486474 一5087 一〇．2474693
民間企業設備くF＞ α2174211 一α981 一〇．21329
民間在庫投資〈1。v〉 0．0105867 一5．604 一〇．0593278
内生要因合計 一〇．1835176
政府最終消費支出〈σc＞ α0818813 1，421 0．1163533
公的固定資本形成＜GF＞ α0636479 4，566 0．2906163
政府在庫投資〈Gi。v〉 α0003826 一520．234一〇．1990759
経常海外余剰〈＆〉 0．0089035 51，977 0．4627772
外生要因合計 0．6706709
輸　　　　　出〈Es〉 α1832273 1，529 0．2801545































































































































































































































































ω露，‘－1 0．5691232 0．0459486 0．21424390．009945





































































































































民間最終消費支出＜C＞ 0．5688073 一〇．842 一〇．4789357
住　宅　投　資く丑〉 0．0449512 4，929 0．2215644
民間企業設備くF＞ 0．211656 一2．051 一〇．4341064
民間在庫投資〈1nv〉 0．0099129 一33，367 一α3307637
内生要因合計 一1．0222414
政府最終消費支出＜σc＞ 0．0827497 0，672 0．0556077
公的固定資本形成＜GF＞ 0．0678823 7，642 0．5187565
政府在庫投資〈Gi”v〉 0．0001322 191，474 0．0253128
経常海外余剰くS。〉 0．0139081 30，868 α4293152
外生要因合計 1．0289922
輸　　　　　出く島〉 0．1841432 一1．694 一〇．3119385



































































θi，t 0．529％ 一3．234％一・・8・・769％「 1。487％
輸出　ω＝0．1810115　　θ＝O．　882％
輸入　ωニー0．1628114　θ＝0．814％
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表＜E－7＞　＜G－Formula＞によって計算された各要因の成長寄与力
　　　　　　　　　　　＜3，dQ・992＞
民間最終消費支出＜C＞
住　宅　投　資＜H＞
民間企業設備＜F＞
民間在庫投資くム，〉
内生要因合計
政府最終消費支出＜Gc＞
公的固定資本形成くGF＞
政府在庫投資〈Gi”v〉
経常海外余剰〈s。〉
外生要因合計
輸　　　　　出〈E．〉
輸　　　　　入＜lm＞
四半期別成長率
年率成長率
成長効果係数
　ω1，t－1
0．5639804
0．0471638
0．2073001
0．0066048
0．0833
0．073065
0．0003854
0．1082
　0．1810115
　－O．1628114
G7－vg＝－O．412％
　G＝－1．64％
増　加　率
　　θi，t
　　0．672
　　0．071
（－2．173）
（－14．248）
　　0．529
　（－3．234）
（－218．769）
　　1．487
0．882
0．814
寄　　　　与
　G，，t％
　0．3789948
　0．0033486
－0．4504631
－0．0941051
－0．1622248
　0．0440657
－0．2362922
－0．0843135
　0．0270634
－0．2494766
　0．1596521
－O．1325284
－O．4117014
－1．63786　　’
　図＜E－3＞は，表＜E－7＞の各要因の成長寄与力を用いて，成長運動の
内部構造を分り易く，図に示したものである。
　表＜E－6＞をみて，まず気付くのは，ようやく，個人消費支出の増加率
がプラスに戻り，〈0．672％〉となっている。住宅投資も，辛うじて，プラ
スの増加率に戻ってはいるが，〈0．071％〉と極めて弱い。民間設備投資は
依然として，沈んだままである。
　外生要因の中の公共投資＝政府固定資本形成も，ここへ来て息切れした
のか，〈－3．234％〉となっている。輸出，輸入ともに，〈0．8％〉台の増加
率である。
　したがって，表＜E－7＞をみれば，明らかなように，第3四半期におけ
る成長運動の筆頭功労要因は，個人消費支出であるが，その寄与力は，
〈0．379％〉である。極めて弱い筆頭寄与力である。
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図〈E－3＞　＜3，dQlgg2＞における成長運動の内部構造
、，dQ、992 F
σ7－9＝－0，412％ 一〇．450
σ＝－1．64％
∬
0，003 1加
一〇．094
㌔
C　O．379
Gc
0，044
E；一∬衡
s8 GF
0，027 一〇．236
o伽
一〇．084
　辛うじて，プラスの寄与力を発揮しているのは，住宅投資で，＜O．・003
％〉，政府消費支出で，〈O．・044％〉，そして経常海外余剰の〈0．027％〉
である。他の要因は，すべて成長運動の足を引っぽっているのである。
　したがって，内生要因全体の成長寄与力は，〈－O．．　162％〉であり，外生
要因全体では，〈－0．249％〉となり，今期の成長運動の瞬間風速は，遂に
〈－0．412％〉とマイナス成長率に陥っていった。年成長率は〈－1．64％〉
となっている。　’　’　’　　　　　　　”　　　、・
〔IV〕　結 び“
　「豊かな消費者市民生活」を実現していくには，経済は持続的に成長し
ていかなければならない。持続的経済成長を達成していくには，成長運動
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の内部構造，すなわち成長構造が，バランスのとれたしっかりした構成を
もち機能していなけれぽならない。
　本論は，持続的成長を達成するため，成長運動の内部構造，すなわち成
長構造たる概念を創り，持続的成長運動の過程における問題点を明らかに
していくために，＜G－FOrmula＞による診断分析を試みてきた。
　診断分析の対象として，日本経済を取り挙げ，1988年から1992年第3四
半期に至る19期四半期，それぞれにおける成長構造＝成長運動の内部構造
の変化を，四半期別国民所得統計を用いて分析し，明らかにしてきた。
　経済が持続的成長運動を展開していくのに，必要不可欠であることは，
内生要因が堅実な増加率を維持し，十分に機能していくことである。特
に，個人消費支出が十分な機能を果していくことが重要である。
　個人消費支出が十分な構成，すなわち成長効果係数をもち着実に増加し
ているときには，内生要因は活発に機能することができる。経済は，この
とき，〈Main　Engine＞による成長運動を展開していくことができるので
ある。内生要因がしっかりし，＜Main　Engine＞が力強く作動していると
きには，少々外生要因に不安定性があっても，大きな政策問題にする必要
はなく，しっかりした成長運動の展開が可能である。
　ところが，診断分析にみるように，個人消費支出の増加率が低下してく
ると，個人消費支出の成長効果係数も小さくなり，寄与力も小さくなって
くる。そうなってくると，内生要因の力が弱くなり，成長の主力エンジン
である＜Main　Eng量ne＞が力強く作動しなくなるのである。〈Main　En－
gine＞が弱くなってくると，不況は深刻になり，公共投資政策によって挺
子入れしても，大きな効果を期待することはできない。
　最近の日本経済においては，1989年，第2四半期に異常状態が生じてい
るが，その後，持ち直している。しかし，1990年，第3四半期頃から，再
び異常状態がおこっており，1991年，第2四半期以後になってくると，個
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人消費支出の成長寄与力が弱くなり，成長運動の内部構造は萎縮し，機能
しにくくなってしまっている。経済成長を支えているのは，輸出である。
　さきの論文，「経済崩壊の分析と経済政策」㈹において，すでに指摘し
ているように，個人消費支出の衰弱化を放置することは，経済崩壊をもひ
きおこしかねない。
　したがって，成長運動の内部構造を健全化していくためには，所得税減
税政策をはじめ，あらゆる政策手段を構じて，個人消費支出を復活させて
いくことが最も重要である（5》。
　個人消費支出の復活にとって，最も効果的政策として考えられること
は，農産物市場の自由化である。自由貿易体制創りの先導的役割としての
日本のリーダーシップは別としても，「コメ市場」をはじめ，食糧市場を
自由化することによって，食料費が，現在め価格水準より安くなり，仮
に，およそ2／3になるとすれば，財政負担をかけることなく，10数兆円の
減税効果以上のものをもたらすことも可能だろう。
　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1｝Shohachiro　Goto，“Macroeconomic　Policy　and　the　Trade　Frictions　be・
　tween　Japan　and　the　United　States，”政経論叢，第58巻，第6号，明治大学
　政治経済研究所，1990，pp．25－220．
（2｝Ibidem，　pp．27－34，
〔3｝Ibidem，　p．29．
〔4｝後藤昭八郎，「経済崩壊の分析と経済政策」，政経論叢，第61巻，第3・4号，
　明治大学政治経済研究所，1992，pp．35－79．
㈲　前掲書，p．69．
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